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第 11 章 再算定業務 

（再算定業務） 

第 117 条 再算定業務とは、建物等の補償額について再度算定する（再調査して算定する場合を含む。）

ことをいう。 

（再算定の方法） 

第 118 条 建物等の補償額の再算定は、次の各号の一に該当する場合を除くほか、従前の移転工法及

び移転補償額の算定方法により行うものとする。 

一 補償額の算定項目、算定方法等に係る基準、基準細則又は調査算定要領等が改正されている場

合には、改正後の基準等により算定する。 

二 再調査の結果が現調査表の内容と異なる場合は、再調査の結果に基づき補償額を算定する。

この場合における移転工法は、監督員の指示による。 

第 12 章 補償説明 

（補償説明） 

第 119 条 補償説明とは、権利者に対し、土地の評価（残地補償を含む。）の方法、建物等の補償方針

及び補償額の算定内容（以下「補償内容等」という。）の説明を行うことをいう。 

（概況ヒアリング） 

第 120 条 受注者は、補償説明の実施に先立ち、監督員から当該事業の内容、取得等の対象となる土

地等の概要、移転の対象となる建物等の概要、補償内容、各権利者の実情及びその他必要となる事

項について説明を受けるものとする。 

（現地踏査等） 

第 121 条 受注者は、補償説明の対象となる区域について現地踏査を行い、現地の状況等を把握する

ものとする。 

２ 受注者は、現地踏査後に補償説明の対象となる権利者等と面接し、補償説明を行うことについて

の協力を依頼するものとする。 

（説明資料の作成等） 

第 122 条 権利者に対する説明を行うに当たっては、あらかじめ前２条の結果を踏まえ、次の各号に

掲げる業務を行うものとし、これら業務が完了したときは、その内容等について監督員と協議する

ものとする。 

一 当該区域全体及び権利者ごとの処理方針の検討 

二 権利者ごとの補償内容等の整理 

三 権利者に対する説明用資料の作成 
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（概況ヒアリング等） 

第 146 条 受注者は、費用負担の説明の実施に先立ち、監督員から当該工事の内容、被害発生の時期、

費用負担の対象となる建物等の概要、損傷の状況、費用負担の内容、各権利者の実情及びその他必

要となる事項について説明を受けるものとする。 

２ 受注者は、現地踏査後に費用負担の説明の対象となる権利者等と面接し、費用負担の説明を行う

ことについての協力を依頼するものとする。 

（説明資料の作成等） 

第 147 条 権利者に対する説明を行うに当たっては、あらかじめ、現地踏査及び概況ヒアリング等の

結果を踏まえ、次の各号に掲げる業務を行うものとし、これら業務が完了したときは、その内容等

について監督員と協議するものとする。 

一 説明対象建物等及び権利者ごとの処理方針の検討 

二 権利者ごとの費用負担の内容等の確認 

三 権利者に対する説明用資料の作成 

（権利者に対する説明） 

第 148 条 権利者に対する説明は、次の各号により行うものとする。 

一 ２名以上の者を一組として権利者と面接すること。 

二 権利者と面接するときは、事前に連絡を取り、日時、場所その他必要な事項について了解を得

ておくこと。 

２ 権利者に対しては、前条において作成した説明用資料を基に費用負担の内容等の理解が得られる

よう十分な説明を行うものとする。 

（記録簿の作成） 

第 149 条 受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利者の主

張又は質疑の内容等を補償説明記録簿（様式第 37号）に記載するものとする。 

（説明後の措置） 

第 150 条 受注者は、費用負担の説明の現状及び権利者ごとの経過等を、必要に応じて、監督員に報

告するものとする。 

２ 受注者は、当該権利者に係る費用負担の内容等のすべてについて権利者の理解が得られたと判断

したときは、速やかに、監督員にその旨を報告するものとする。 

３ 受注者は、権利者が説明を受け付けない又は費用負担の内容等若しくはその他の事項で意見の相

違等があるため理解を得ることが困難であると判断したときは、監督員に報告し、指示を受けるも

のとする。 

第 15 章 写真台帳の作成 

（写真台帳の作成） 

第 151 条 受注者は、第６章、第７章、第９章、第 10章及び第 14章に定める調査等と併せて、次の

各号に定めるところにより写真を撮影し、所有者ごとに写真台帳を作成するものとする。 

一 第６章に定める調査等と併せて行う写真の撮影は、調査区域の概況が容易にわかるものとする。 
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二 第６章及び第７章に定める調査等と併せて行う写真の撮影は、建物の全景及び建物の主要な構

造部分並びに建物が存在する周囲の状況並びに建物以外の土地に定着する主要な工作物が容易に

わかるものとする。 

三 第７章に定める調査のうち、動産に関する調査と併せて行う写真の撮影は、動産の種類、形状、

収容状況等が容易にわかるものとする。 

四 第７章に定める調査等と併せて行う写真の撮影は、営業商品の陳列状況、生産の稼動状況、原

材料及び生産品等が容易にわかるものとする。 

五 第９章、第 10 章及び第 14章に定める調査等と併せて行う写真の撮影は、監督員の指示により

前各号に準じて行うものとする。 

六 第 14 章に定める調査等と合わせて行う写真の撮影は、地盤変動影響調査算定要領により行う

ものとする。 

２ 写真台帳には、写真を撮影した付近の建物配置図等の写しを添付し、建物等の番号を付記すると

ともに、撮影の位置及び方向並びに写真番号を記入するものとする。 

３ 写真台帳の作成に当たっては、撮影年月日等の記載事項及び撮影対象物の位置その他必要と認め

られる事項を明記し、写真撮影に従事した者の記名押印をするものとする。 

第 16 章 土地調書及び物件調書の作成等 

（土地調書等の作成） 

第 152 条 受注者は、第３章、第４章、第６章及び第７章に定める業務の成果物により、土地調書（様

式第 38 号）及び物件調書（様式第 39号）を作成するものとする。 

第 17 章 検証 

（検 証） 

第 153 条 受注者は、受注に係る業務がすべて完了したときは、各成果物について十分な検証（受注

者が、受注に係る業務の成果品の瑕疵を防止するため、当該成果品を発注者に提出する前に、発注

者の指示に従った成果品が完成しているかどうかを点検及び修補することをいう。以下同じ。）を行

わなければならない。この場合において、成果物の検証を行った者は、第 17条に定める成果物のう

ち地図の転写図及び土地の実測平面図については、各葉ごとに、その他については、表紙の裏面に

検証を行った者の資格及び氏名を記載し押印するものとする。 

２ 第３章から前章までに定める業務について、前項の検証業務は、主任技術者が行うものとする。 
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5-2

業
 
務
 

種
 
別
 

作
 
 
業
 
 
種
 
 
別
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作
業

に
お

け
る

対
象

者
 

 準
 
基
 
 

 定
 

 者
 
 
認
 
 

 
格
 
 

 資
 

契
約
条
項
 

（
届
出
者
）
 

共
通
仕
様
書
 

（
資
格
者
）
 

検
査
要
領
 

（
立
会
者
）
 

補 償 コ ン サ ル タ ン ト

用 地 調 査 等

土
地
調
査
部
門

主
任
技
術
者
 
主
任
技
術
者
 
①

補
償
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
登
録
規
程
に
よ
り
各
登
録
部
門
で
補
償
業

務
管
理
者
と
し
て
登
録
さ
れ
た
者

②
（
一
社
）
日
本
補
償
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
協
会
が
認
定
す
る
補
償
業

務
管
理
士

③
物
件
部
門
の
う
ち
建
築
物
に
関
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
建
築
士

法
に

よ
り
登
録
を
受
け
た
建
築
士
事
務
所
の
建
築
士
 
 

④
そ

の
他
の
資
格
者
及
び
実
務
経
験
者

(
1
)

各
補
償
業
務
に
関
し
７
年
以
上
の
実
務
経
験
者

(
2
)

補
償
業
務
全
般
の
指
導
監
督
的
実
務
の
経
験
３
年
以
上
を
含
む

２
０
年
以
上
の
実
務
経
験

(
3
)

各
補
償
部
門
に
お
い
て
、
三
重
県
が
発
注
し
た
補
償
業
務
に
関

し
て
１
年
以
上
の
実
務
経
験
を
有
す
る
次
の
各
号
に
該
当
す
る
資
 

格
者

ア
土
地
調
査
部
門
（
測
量
と
併
せ
て
発
注
す
る
場
合
）

測
量
業
務
の
資
格
者
認
定
基
準
に
該
当
す
る
測
量
士
 

イ
土
地
評
価
部
門

不
動
産
鑑
定
士

ウ
物
件
部
門

(
ア
)

木
造
建
物
調
査
及
び
木
造
特
殊
建
物
調
査

１
級
、
２
級
及
び
木
造
建
築
士

(
イ
)

非
木
造
建
物
調
査
又
は
移
転
工
法
及
び
予
備
調
査

１
級
建
築
士

(
ウ
)

簡
易
な
工
作
物
及
び
立
竹
木
調
査
（
用
地
測
量
と
併
せ
て

発
注
す
る
場
合
。
た
だ
し
、
積
算
業
務
を
除
く
。
）

測
量
業
務
の
資
格
者
認
定
基
準
に
該
当
す
る
測
量
士
 

※
下
線

部
の
③
及
び
④
(
3
)
が
、
令
和
元
年
1
0
月
1
日
の
改
正
で
廃
止
と

な
り

ま
す
。
た
だ
し
、
経
過
措
置
と
し
て
、
令
和
4
年
3
月
3
1
日
ま
で

は
従

前
の
規
定
で
あ
る
下
線
部
も
有
効
と
し
ま
す
。

①
土
地
の
権
利
者
の
氏
名
及
び
住
所
の
調
査

②
 

土
地
の
所
在
、
地
番
、
地
目
、
面
積

並
び
に
権
利
の
種
類
及
び
内
容
の
調
査

③
土
地
境
界
確
認
等
〔
測
量
法
第
３
条

に
規
定
す
る
測
量
は
含
ま
な
い
。
〕

管
理
技
術
者

 

(
主
任
技
術
者
) 

土
地
評
価
部
門

主
任
技
術
者
 
主
任
技
術
者
 

①
土
地
評
価
の
た
め
の
同
一
状
況
地

域
の
区
分
等

②
残
地
等
の
損
失
補
償
の
調
査
等

〔
不
動
産
の
鑑
定
評
価
は
含
ま
な

い
。
〕

管
理
技
術
者
 

(
主
任
技
術
者
) 

物
件
部
門
 

主
任
技
術
者
 
主
任
技
術
者
 

①
木
造
建
物
、
一
般
工
作
物
、
立
木

等
の
損
失
の
調
査
等

②
木
造
建
物
若
し
く
は
非
木
造
建
物

の
特
殊
建
物
等
の
調
査
等

管
理
技
術
者
 

(
主
任
技
術
者
) 

機
械
工
作
物
部
門

主
任
技
術
者
 
主
任
技
術
者
 

機
械
工
作
物
の
調
査
等
 

管
理
技
術
者
 

(
主
任
技
術
者
) 

営
業
補
償
・
特
殊
補
償
部
門

主
任
技
術
者
 
主
任
技
術
者
 

①
営
業
補
償
の
調
査
等

②
漁
業
権
等
の
消
滅
等
の
調
査
等

管
理
技
術
者
 

(
主
任
技
術
者
) 

事
業
損
失
部
門

主
任
技
術
者
 
主
任
技
術
者
 

事
業
損
失
に
関
す
る
調
査
等
 
 

管
理
技
術
者
 

(
主
任
技
術
者
) 

補
償
関
連
部
門
 

主
任
技
術
者
 
主
任
技
術
者
 

①
意
向
調
査
、
生
活
再
建
調
査
等

②
補
償
説
明
等
の
調
整
等

③
事
業
認
定
申
請
図
書
の
作
成

管
理
技
術
者
 

(
主
任
技
術
者
) 



5-5

別
表
２
 

 
 
登
録
部
門
と
密
接
に

関
連
の
あ
る
部
門
（
技
術
管
理
者
）
 

登
 
 
録
 
 
部
 
 
門
 

関
連

部
門
 

道
路
部
門
 

河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
部
門
、
地
質
部
門
、
ト
ン
ネ
ル
部
門
、
土
質
及
び
基
礎
部
門
、
鋼
構
造
及
び
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
門
 

河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
部
門
 
道
路
部
門
、
土
質
及
び
基
礎
部
門
、
地
質
部
門
 

下
水
道
部
門
 

地
質
部
門
 

都
市
計
画
及
び
地
方
計
画
 

造
園
部
門
 

地
質
部
門
 

道
路
部
門
、
河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
部
門
、
下
水
道
部
門
 

土
質
及
び
基
礎
部
門
 

道
路
部
門
、
河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
部
門
、
鋼
構
造
及
び
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
門
 

ト
ン
ネ
ル
部
門

道
路
部
門
、
地
質
部
門
、
土
質
及
び
基
礎
部
門
 

鋼
構
造
及
び
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
門
 

道
路
部
門
、
土
質
及
び
基
礎
部
門
 

※
１
．
三
重
県
建
設
工

事
執
行
規
則
の
施
行
に
関
し
必
要
な
書
類
の
様
式
を
定
め
る
要
綱
第
２
号
様
式
設
計
業
務
等
委
託
契
約
書
の
契
約
条
項
に
い
う
管
理
技
術
者
（
共
通

 
 
仕
様
書
及
び
測
量

・
調
査
・
設
計
業
務
検
査
要
領
に
い
う
管
理
技
術
者
又
は
主
任
技
術
者
を
含
む
。
）
は
、
こ
の
資
格
者
認
定
基
準
に
該
当
す
る
者
と
す
る
。
 

２
．
こ
の
資
格
者
認

定
基
準
に
い
う
実
務
経
験
年
数
に
つ
い
て
は
、
同
時
に
２
以
上
の
部
門
を
担
当
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
期
間
の
重
複
は
認
め
な
い
。
た
だ
し
、
測
 

 
 
量
業
務
と
用
地
測

量
等
④
(
3
)
ア
及
び
ウ
（
ウ
）
の
重
複
の
み
例
外
と
す
る
。
 

 
 
注
：
下
線
部
は
、

令
和
元
年
1
0
月
1
日
の
改
正
で
廃
止
と
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
経
過
措
置
と
し
て
、
令
和
4
年
3
月
3
1
日
ま
で
は
有
効
と
し
ま
す
。
 

３
．
上
記
の
技
術
者

の
登
録
に
つ
い
て
は
、
別
に
指
定
す
る
期
間
に
毎
年
１
回
届
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

４
．
上
記
の
登
録
に

関
し
変
更
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
２
週
間
以
内
に
届
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

附
則
 
こ
の
認
定
基
準

は
平
成
９
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

附
則
 
こ
の
認
定
基
準

は
平
成
１
５
年
７
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

附
則
 
こ
の
認
定
基
準

は
平
成
２
０
年
１
１
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

附
則
 
こ
の
認
定
基
準

は
平
成
２
２
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

附
則
 
こ
の
認
定
基
準

は
平
成
２
４
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

附
則
 
こ
の
認
定
基
準

は
平
成
２
５
年
７
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

附
則
 
こ
の
認
定
基
準

は
平
成
２
７
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

附
則
 
こ
の
認
定
基
準

は
令
和
元
年
１
０
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 



様式第１号 

委託業務着手届

令和   年   月   日 

三重県知事  あて 

住所又は所在地 

受注者 

氏名又は名称  

及び代表者氏名   印 

次の委託業務を着手しましたから届けます。 

委託業務番号 

及 び 

委 託 業 務 名 

令和   年   月   日    第   分  号 

委託業務施行 

場 所 

市 

三重県    町   地内 

郡 

業 務 委 託 料 金    円 

着 手 年 月 日 令和   年   月   日 

1



様式第４号の２ 

経  歴  書 

現 住 所 ○○県○○市○○町○○

氏   名 ○○ ○○   昭和○○年○○月○○日生 

学   歴   昭和○○年○○月 ○○校○○科卒業（最終学歴）

入   社   平成○○年○○月  ○○株式会社

職   歴   平成○○年○○月 ○○業務（最初に従事した業務）

 平成○○年○○月 ○○業務（過去２～３年に従事した主な業務） 

平成○○年○○月  ○○業務（最近従事した主な業務）

現在に至る 

資   格   平成○○年○○月 ○○士（○○部門）

上記のとおり相違ありません。 

令和  年  月  日 

氏名    印 

（注意）１ 職歴については、担当した業務職歴を記入すること。 

 ２ 仕様書で資格が定められている場合は、「資格」欄に該当の資格を記入し、合格証明書

（写）等を添付すること。 

5



様式第５号の１ 

監督員 

業 務 計 画 書 

令和   年   月   日 

三重県知事    あて 

受注者氏名 

  ㊞ 

委託業務名   令和    年度 

業務計画書について（提出） 

三重県    共通仕様書第  条に基づき、業務計画書を提出します。 

受理日    年   月   日 

監督員   ㊞ 

6



様
式

第
５

号
の

２
 

業
 
 
務

 
 
工
 

 
程
 

 
表
 

 
年
 

 
月

 
 

日
 

費
目
 

工
種
 

種
別
 

単
位
 

数
量
 

月
 

月
 

月
 

月
 

月
 

月
 

月
 

月
 

月
 

月
 

月
 

月
 

達
成
率
 

備
 
考
 

1
0
0％

 

9
0 

8
0 

7
0 

6
0 

5
0 

4
0 

3
0 

2
0 

1
0 0 

（
注

意
）

変
更

の
記

載
は

、
変

更
 

（
実

線
）
 

 
 
当

初
 

 
（
点

線
）

と
す

る
。
 

7

令
和
 
 



様式第６号 

監督員 担当者 

委託業務打合せ簿

発 議 者 □発注者 □受注者 発議年月日 令和   年   月   日 

発 議 事 項 □指示 □協議 □通知 □承諾 □提出 □報告 □届出 □その他( ) 

委 託 業 務 

番 号 

委 託 業 務 

名 称 

（内容） 

添付図    葉、その他添付図書 

処

理
・
回

答

発

注

者

上記について  □指示 ・ □承諾 ・ □協議 ・ □通知 ・ □受理 します。

□その他

令和  年  月  日  職・氏名 

受

注

者

上記について  □了解 ・ □協議 ・ □提出 ・ □報告 ・ □届出 します。

□その他

令和  年  月  日  職・氏名 

8



様式第12号 

令和  年  月  日 

三 重 県 知 事  あて 

受注者 住   所 

名   称 

代表者氏名 

再 委 託（変 更 等） 申 出 書 

令和  年  月  日付けをもって契約を締結した下記業務について、○○○契約書

第○条第○項に基づき、業務を再委託したいので承諾されたい。 

記 

１ 委託業務番号及び名称

２ 再委託予定者の名称等 住    所 

商号又は名称 

代表者氏名 

３ 再 委 託 業 務 の 内 容 

  （具体的に記載すること） 

４ 再委託する業務の契約金額（予定） 

５ 担当者氏名 

６ 再委託の必要性及び 

再委託予定者を選定 

した理 由 

７ 再委託における業務の担当責任者 

（注意）１ 再委託予定者が２社以上の場合は、２～７を別紙に一覧表とすること。 

 ２ ３については、再委託者が担当する業務内容及び再委託業務の予定工期等を記入する

こと。 

 ３ 再委託の内容の変更、再委託の相手方の変更等を行う場合はその都度承諾を得るもの

とする。 

14



様式第12号 

令和  年  月  日 

三 重 県 知 事  あて 

受注者 住   所 

名   称 

代表者氏名 

再 委 託（変 更 等） 申 出 書 

令和  年  月  日付けをもって契約を締結した下記業務について、○○○契約書

第○条第○項に基づき、業務を再委託したいので承諾されたい。 

記 

１ 委託業務番号及び名称

２ 再委託予定者の名称等 住    所 

商号又は名称 

代表者氏名 

３ 再 委 託 業 務 の 内 容 

  （具体的に記載すること） 

４ 再委託する業務の契約金額（予定） 

５ 担当者氏名 

６ 再委託の必要性及び 

再委託予定者を選定 

した理 由 

７ 再委託における業務の担当責任者 

（注意）１ 再委託予定者が２社以上の場合は、２～７を別紙に一覧表とすること。 

 ２ ３については、再委託者が担当する業務内容及び再委託業務の予定工期等を記入する

こと。 

 ３ 再委託の内容の変更、再委託の相手方の変更等を行う場合はその都度承諾を得るもの

とする。 

14



様式第15号 

監督員 

事 故 報 告 書 

令和  年  月  日 

監 督 員   あて 

現場代理人   印 

委託業務番号 

委託業務名称  

標記について、事故が発生しましたので報告します。 

記 

商 号 又 は 名 称 

代 表 者 氏 名 

登 録 番 号 

営 業 所 所 在 地 

施 行 場 所 

事故発生年月日 

事 故 発 生 場 所 

事 故 の 内 容 

※事故の原因、状況、内容等について、詳細を記述する。

また、その説明資料として、写真、図面等を添付すること。

17



様式第16号 

電 子 媒 体 等 納 品 書 

監督員   あて 

受注者 住 所 

氏 名

管理技術者氏名 

現場代理人氏名  

下記のとおり電子媒体及び電子化できなかった書類を納品します。 

記 

業 務 名 令和○○年度 ○○業務委託 テクリス等登録番号 1234-56789 

電子媒体の種類 規 格 単 位 数 量 作 成 年 月 日 備 考 
ＣＤ-Ｒ 700MB 部 ３ 20○○年○○月○○日 CD-R は２枚/部です。

電子化できなかった書類名 

（備考） 

18



様式第17号 

用 地 調 査 等 業 務 日 報

監 督 員 主任技術者 

業 務 の 名 称 

施 行 期 間 

自  令和   年   月   日 

至  令和   年   月   日 

年 月 日 業 務 内 容 ・ 必 要 事 項 立会者 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

（注）内業については、主たる業務日を記載する。 
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様式第18号 

令和  年  月  日 

監督員氏名    あて 

受注者 住 所 

氏 名  

障 害 物 伐 除 報 告 書 

  年   月   日契約の                       のため、

障害物を伐除したので、用地調査等共通仕様書第１２条第２項の規定に基づき、別紙調査表を添え

て報告します。 

（注）１ 別紙調査表は、様式第29号の立竹木調査表等に準じて作成するものとする。 

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判縦とする。 
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様式第19号 

第   号 

身 分 証 明 書 

受注者 住  所 

名  称 

役職及び氏名   （  才） 

上記の者は、設計業務等委託契約に基づき、委託業務を行う者であることを証明する。 

委託業務番号及び名称 

委託業務の施行場所 

有 効 期 限   自 令和  年  月  日 

至 令和  年  月  日 

発 行 日  令和  年  月  日 

発 行 者 住所 

氏名   印 

裏面記載事項 

１ 本証は、公印、日付のないものは無効とする。 

２ 有効期間を経過したとき、又は設計業務等委託契約書が解除されたとき等不要と

なった場合は、ただちに返還すること。 

３ 役職、氏名に変更があったときは、すみやかに記載事項の変更を受けること。 

４ 本証は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 
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様
式

第
2
6
号
の

１
 

土
地
現
地
調
査
報
告
書
（
嘱
託
登
記
用
）
 

令
和

 
 
年

 
 
月

 
 
日

作
成

 

以
下
の

と
お

り
申

請
土

地
の

調
査

の
結

果
を

報
告

し
ま

す
。

 

官
公

署
名
 

用
地

担
当

室
長

 
職

名
･
氏

名
 

 
○印
 

担
当

者
 

 
 

 
氏

名
 

 
○印
 

連
絡

先
 

T
E
L
 

（
連

絡
先

担
当

者
 

氏
名

）

基 礎 的 情 報
 

１
 

登
記

の
目

的
 

□
表

題
□

地
積

更
正

□
分

筆
□

合
筆

□
地

目
変

更

□
地

目
更

正
□

地
図

訂
正

□
そ

の
他

（
）
 

２
 

申
請

対
象

土
地

 

所
在

 

地
番

地
目

地
積

所
有

者
 

住
所

 
□

登
記

簿
と

相
違

氏
名

 
□

備
考

欄
に

記
載

資 料 に よ る 調 査 又 は

確 認 の 情 報

３
 

地
域

区
分

 
□

市
街

地
□

村
落

地
□

農
耕

地
□

山
林

□
原

野

４
 

地
図

等
の

分
類

・

種
類

 

分
類

 
□

法
1
4
条

地
図

□
地

図
に

準
ず

る
図

面
□

公
図

の
備

え
付

け
の

な
い
地

域

種
類

 
□

旧
土

地
台

帳
附

属
地

図
□

土
地

区
画

整
理

所
在

図
□

土
地

改
良

所
在
図

□
地

籍
図

□
法

務
局

作
成

地
図

□
そ

の
他

５
 

所
有

権
確

認
資

料
 

□
埋

立
竣

工
認

可
書

□
譲

与
・

交
換

･
売

払
証

明
書

（
承

諾
書

）
□

そ
の

他
（

）
 

□
登

記
簿

･
記

録
□

代
理

権
限

証
明

書
□

相
続

関
係

書
類

□
そ

の
他

（
）

 
対 象 土 地 の 特 定 に 関 す

る 現 地 調 査 等 の 情 報

６
 

申
請

土
地

の
確

認

等
 

（
資

料
）

 
□

登
記

簿
 

□
法

1
4
条

地
図

□
準

地
図

□
地

積
測

量
図

□
市

町
村

副
図

（
現

地
）

 
□

所
有

者
の

申
述

 
□

立
会

人
の

申
述

□
地

形
・

周
囲

の
状

況
□

そ
の

他
（

）
 

（
整

合
性

）
 □

一
致

 
□

お
お

む
ね

一
致

□
一

定
程

度
一

致
□

大
き

く
異
な

る

７
 

現
況

及
び

利
用

状

況
 

□
宅

地
 

建
物

の
有

無
（

□
あ

り
 

□
な

し
）

 
□

山
林

□
原

野

□
農

地
（

□
田

 
□

畑
□

（
）
）

 
□

公
共

用
地

（
□

道
路

 
□

水
路

□
（

 
）
）

 

□
雑

種
地

（
□

駐
車

場
□

そ
の

他
（

）
）

 

対 象 土 地 の 筆 界 に 関 す る 確 認 情 報

８
 

筆
界

に
関

す
る

情

報
 

筆
界

調
査

の
方

法
 

□
地

積
測

量
図

□
準

地
図

□
法

1
4
条

地
図

□
区

画
整

理
等

確
定
図

□
公

用
地

境
界

確
定

図
 

□
所

有
者

･
立

会
人

の
指

示
 
□

そ
の

他
（

）
 

境
界

標
等

の
種

類
 

□
コ

ン
ク

リ
ー

ト
杭

(
C
)

□
石

杭
(
S
)

□
金

属
標

（
プ

レ
ー

ト
）

(
R
)

□
金

属
鋲

(
B
)

□
刻

印
(
K
)

□
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
杭

(
P
)

□
木

杭
(
W
)

□
そ

の
他

(
E
)
（

□
境

樹
 
□

塀
□

そ
の

他
（

 
）
）

 

別
添

図
面

の
と

お
り

境
界
標
等
の
既
設
･新

設
 

□
既

設
点

 
□

新
設

点
 

 
別

添
図

面
の

と
お

り
 

境
界

標
等

の
位

置
 

別
添

図
面

の
と

お
り

 

９
 

民
有

地
の

立
会

人

及
び

本
人

確
認

方

法
等

 

＊
本

人
確
認

方
法

（
以

下
の
該

当
番
号

を
記

載
す
る

こ
と
。

複
数

可
。
）
 

１
．

身
分
証

明
書
 

２
．

運
転
免

許
証
 

３
．

各
種
被

保
険
者

証
 

４
．

住
基
カ

ー
ド
 

５
．

委
任
状
 

６
．

立
会
通

知
書
持

参
 

７
．

自
宅
訪

問
 

８
．

面
識
あ

り
 

９
．

他
の
立

会
人
の

申
述
 

1
0
．

そ
の
他
 

地
番

 
資

格
 

本
人
確
認

方
法
 

立
会

人
氏

名
 

立
会

年
月

日
 

確
認
し
た

筆
界
点

番
号
 

□
所

有
者
 

□
家

族
（

） 

□
管

理
者
 

□
代

理
人

□
所

有
者
 

□
家

族
（

） 

□
管

理
者
 

□
代

理
人

□
所

有
者
 

□
家

族
（

） 

□
管

理
者
 

□
代

理
人

□
所

有
者
 

□
家

族
（

） 

□
管

理
者
 

□
代

理
人

□
所

有
者
 

□
家

族
（

） 

□
管

理
者
 

□
代

理
人

□
所

有
者
 

□
家

族
（

） 

□
管

理
者
 

□
代

理
人

□
所

有
者
 

□
家

族
（

） 

□
管

理
者
 

□
代

理
人

□
所

有
者
 

□
家

族
（

） 

□
管

理
者
 

□
代

理
人

□
所

有
者
 

□
家

族
（

） 

□
管

理
者
 

□
代

理
人

□
所

有
者
 

□
家

族
（

） 

□
管

理
者
 

□
代

理
人

□
所

有
者
 

□
家

族
（

） 

□
管

理
者
 

□
代

理
人

□
別

添
図

面
の

と
お

り

1
0
 

公
有

地
の

立
会

確

認
者

 

地
番

 
官

公
署

・
所

属
部

局
 

官
職

 
立

会
人

氏
名
 

立
会

年
月

日
 

確
認
し
た

筆
界
点

番
号

□
別

添
図

面
の

と
お

り

地 積 測 量 方 法 及 び 求 積 方 法
 

1
1
 

測
量

・
求

積
の

方

法
等

 

基
本

三
角

点
等

 

□
国

家
基

準
点

（
□

電
子

基
準

点
□

三
角
点

□
多

角
点

□
（

）
）
 

□
街

区
基

準
点

（
□

三
角

点
□

多
角
点

□
（

）
）

□
都

市
基

準
点

□
地

籍
図

根
点

□
登

記
基

準
点

□
そ

の
他

（
）

 

恒
久

的
地

物
 

□
橋

梁
□

鉄
塔

 
□

マ
ン

ホ
ー

ル
 

□
鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

建
物

 
□

石
段

□
引

照
点

□
そ

の
他

（
）

 

観
測

方
法

 

□
Ｇ

Ｐ
Ｓ

測
量

□
Ｔ

Ｓ
測

量
□

ト
ラ
ン

シ
ッ

ト
測

量
□

テ
ー

プ
測

量

□
そ

の
他

（
）

測
量

年
月

日
 

（
平

成
 

年
 

月
 

日
）

 

求
積

方
法

 
座

標
法

 

座
標

系
 

□
世

界
測

地
系

 
（

系
）

 
□

任
意

許
容

誤
差

 

地
域

区
分

 
□

市
街
地
（

甲
２
ま

で
）

□
村

落
・
農

耕
地
（

乙
１
ま

で
）

□
山

林
・
原

野
（
乙

３
ま
で

）

精
度

区
分

 
□

甲
１

□
甲

２
 

□
甲

３
 

□
乙

１
 

□
乙

２
 

□
乙

３

地
積

更
正

の
必

要
性

 
□

有
□

無

地
図

訂
正

の
必

要
性

 
□

有
□

無

参 考 事 項
 

1
2
 

備
考

欄
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様式第40号 

工 損 調 査 等 業 務 日 報

監 督 員 主任技術者 

業 務 の 名 称 

施 行 期 間 

自  令和   年   月   日 

至  令和   年   月   日 

年 月 日 業 務 内 容 ・ 必 要 事 項 立会者 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

月   日（  ） 

（注）内業については、主たる業務日を記載する。 
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設 計 業 務 報 告 書 

（背） 

字
の
大
き
さ （表） 

令
和
○
○
年
度

○
○
○
○
○
○
詳
細
設
計
業
務
報
告
書

国
道
○
○
号

（小）→ 

（大）→ 

←（小） 

（中）→ 

令和○○年度 

国道○○○号 

○○○○○○詳細設計業務

（契約名称とする） 

報   告   書 

令和    年    月 

○○○○事務所

○○○○コンサルタント㈱

件 名 令和○○年度 ○○設計業務委託 
報 告 書 目 録 

１／○ 設計概要 

２／○ 現地調査結果 

３／○ ○○の検討

４／○ ○○設計

５／○ ○○数量計算書

６／○ 施工計算書 

７／○ 設計調書・チェックリスト 

８／○ 設計打合せ・協議記録簿 

設 計 箇 所 ○○市○○町地内  №○○～№○○ 

会 社 名 ○○○コンサルタント㈱

T E L ・ F A X □□□－□□□－□□□ ■■－■■ 

管 理 技 術 者 △△ △△ 照査技術者 

担 当 者 ▲▲ ▲▲ 

設計使用成果 

□□年度
▽▽予備設計

□□年度
▽▽路線測量

□□年度
▽▽地質調査
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（港湾・水産関係） 

年 度 令和○○年度 図面番号 1
0

7
0

工 事 名 1
5

図面名称 1
5

縮 尺 単 位 1
0

設計年月日 組 数 全 枚 1
0

三重県 ○○ 事務所 1
0

20 30 20 30 

100 

（単位：mm） 

（農林関係） 

工 事 名 
令和○○年度 ○○○○地区 

○○○○○○○○工事（第○回変更） 1
0

6
0

図 面 名 1
0

年 月 日 1
0

尺 度 図面番号 －  ／ 1
0

会 社 名 1
0

事業(務)所名 ○○ 事務所 1
0

20 30 20 30 

80 

100 

（単位：mm） 

ただし、特記仕様書に電子納品の定めがある場合、又は監督員の指示又は承認を受けた場合は「三

重県ＣＡＬＳ電子納品運用マニュアル」によるものとする。 
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